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（市町村がやるべきこと）
・研修・交流
・代替保育体制の確保
・巡回相談
・保育内容の支援

保育者

児童

児童 児童
児童

連携

こども園（仮称）

● 少人数を対象とするきめ細やかな保育
少人数制で、一人ひとりの発達状況、体調などにきめ細やかに対応可能。

● 家庭的な環境の提供（主に３歳未満児を対象）
主に３歳未満児を対象として、家庭的な保育を提供。

● 訪問型によるサービスを新設

１ 小規模保育①

こども園（仮称）と
の密接な連携

市町村 給付

児童

保育者補助者

児童の自宅
指定事業者
（こども園・ＮＰＯ・
代表者など） 訪問型

居宅以外の賃貸
スペース保育者

児童 児童
児童

保育者

児童
児童 児童

保育者

児童 児童

児童

補助者

児童

【提供サービスの質
の確保】

・保育ママの要件と
して保育士又は一
定の研修修了者と
する 等

【安心の保障体制】

・安全に十分配慮さ
れた場の確保

・事故発生時の保障
の体制確保 等

複数の家庭的保育者により一体的
に実施される、小規模サービス

保育者の居宅以
外の場所でも可能

保育者の居宅

居宅訪問型保育

家庭的保育
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一
時
預
か
り

小規模サービスのイメージ①

都市圏で行う賃貸などでの
小規模定員の保育サービス

放課後
児童クラブ

子育て
支援拠点

人口減少地域などにおける
多機能型の保育サービス

【イメージ①】 連携型・サテライト型 【イメージ②】多機能型

小規模サービス
（定員２０名以下）

児
童
館

２ 小規模保育②

● 独立したサービス類型の創設と独自の基準設定
・ ３歳未満児に重点化した需要に対応
３歳未満児に特化したサービス類型の推進

・ へき地などの人口減少地域などにおける小規模保育
６～１９人定員のサービス類型の創設等

・本園機能
・共同事務処理
・食事提供

等

連携こども園（仮称）・
連携事業所との提携

小規模保育
（定員２０名以下）

小規模保育
（定員２０名以下）

こども園（仮称）連携型
小規模保育 多機能型小規模保育
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基準の設定と費用保障

利用者

● 主に３歳未満の子どもを持つ親の高いニーズへ対応する専用類型の創設
実績上も、就学前の子どもを持つ親の間で、短時間利用できる保育を求めるニーズが高いことを

踏まえ、日数、時間の短い需要に対応し、パートタイム労働者等が定期的に使う専用サービスを提供

● サービス類型に応じた基準の設定と費用保障によるサービス体制の確保

● 幼保一体化と連動し、こども園（仮称）におけるサービス拡大

３ 短時間利用者向け保育

指定事業者指定事業者
給付

サービス提供

市町村 特に就学前の子どもを持つ親の間で高いニーズ

こども園（仮称）での拡大イメージ

通常時間として提供される保育通常時間として提供される保育

一時預かり一時預かり

短時間利用者向けの保育短時間利用者向けの保育指定

指定

指定 （フルタイム勤務の家庭等）

（３歳未満の専業主婦家庭・パートタイム労働者の家庭等）

（短時間勤務の家庭等）

専用事業所

サ
ー
ビ
ス
類
型
に
応

じ
た
基
準
の
設
定

短時間利用者向けの保育短時間利用者向けの保育指定

出典：第７回２１世紀出生児縦断調査結果
短時間利用者向け
保育サービス
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４ 早朝・夜間・休日保育

休日・早朝・夜間など
のニーズに対応した
安心した子育て環境
の整備

● 親の多様な就労形態に対応する安心な子育て環境の整備
早朝、夜間、休日にも対応する保育サービスを提供し、多様な就労形態にあっても、安心して子育て
できる環境を整備

多様な就労形態に応じた多様なニーズ

休日の保育ニーズ 早朝の保育ニーズ夜間の保育ニーズ

利用者
のニーズ

利用者視点

● 利用者は家庭的保育サービスなどの他のサービスとの
組み合わせが可能
（全体としてのパッケージメニューとしての使いやすさ）

●輪番制（例）

● 夜間の保育サービスの質の向上
（ベビーホテルなどを質の確保されたサービスに移行）

休日保育

複数の事業所
による週代わり
の交代開所制

地域のこども園（仮称）
の連携

早朝保育 夜間保育

早朝保育や夜間保育は、同一の事業者が行うのが
基本であるが、以下のような仕組みも検討。

提供時間に応じた基準と利用者保障

早朝・夜間保育

休日保育
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基準の設定と
費用保障

● 子育てをしながら働く労働者が安心して仕事と子育てを両立できる環境の整備
居住地だけでなく、職場の近くのこども園（仮称）も利用可能に。
勤務時間に合わせた保育が可能に

● 企業の人材確保とその定着に貢献

● 地域社会への貢献
事業所内のこども園（仮称）が地域の他の保育サービスと連携

指定事業所内
保育施設

５ 事業所内保育・広域保育

労働者にメリット

地域社会との連携

地域にメリット

地域で必要となる保育
サービスを地域の他の
保育サービスと連携し
て提供

利用者で
選択可能

Ａ市住民
（Ｂ市内企業（事業所内保育施設有り）に勤務）

Ａ市の保育サービス

Ｂ市

利用者

Ｂ市内企業（保育施設無し）労働者
（Ｘ市住民）

市町村

利用可能
Ｂ市住民

Ｂ市こども園（仮称）

企業にメリット

地域住民や他企業
の労働者も利用可能

利用者で
選択可能

広域的な受け入れ
保育施設

Ｂ市に設置
した広域保
育施設

Ｂ市住民

Ｅ市住民

Ｄ市住民

Ｃ市住民

一定割合まで事業所
内の労働者の優先枠
を作ることが可能

給付

事業所内保育
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利用児童
（保護者）

医療機関

指定事業所

● 子どもの態様に応じた利用
・ すべてのこども園（仮称）で看護師を配置することにより体調不良児への対応を強化
すべてのこども園（仮称）で看護師を配置（安全性と利便性の向上） （保育時間中に体調が悪くなった場合など）

・ 施設型病児・病後児保育の提供（単独型、こども園（仮称）・医療機関併設型等を指定）
（感染症等専用の保育を必要とする場合など）

事業主体が、安定的に運営できるよう、病児・病後児保育サービスの特性を踏まえた稼働率で算
定するなど、実態に見合った評価体制・給付体系の構築

・ 訪問型の新設（指定事業者）の検討
研修を受けた看護師・保育士等による訪問
医療機関と連携したサービス提供

６ 病児・病後児保育

提供サービスの質の確保
適切な配置基準の維持

連携

市町村

訪問型

訪問型のイメージ

給付

ＷＬＢの推進
看護休暇を取得しやすい環境作り病児・病後児保育（訪

問型）
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